市議会だより原稿用紙　　（日本共産党）　（石井通春）
↓ここから記入してください。　
標題１：住民利益にかなった私道舗装制度を
（問）市内152か所の未舗装私道を公費で舗装する画期的な制度が今年度から実施されているが、居住実態のない一部道路所有者の反対で舗装を望む道路使用者の意に沿わないケースが出ているが課題では。
（答）事前申込時に、地番の下調べを実施するなどして市民負担軽減に努める。
（問）舗装決定後、申請者が業者の見積を取得する事も経験のない市民にはハードルが高い。
（答）受注業者と打合せ等行っていく。
標題2：コロナで中核を担った公立病院の立場で
（問）市立病院は志太医療圏（藤枝、焼津、島田、榛原）で唯一、中等症・重症患者を受入れてきた。別棟の救命救急棟をコロナ病棟としたが、一般病棟受入れであれば昨年度の黒字決算は達成したか。
（答）その場合、約2億9千万の赤字であった。
（問）コロナ禍で公立病院の重要性が広く認識されたが、自公政権は2025年まで急性期病床を更に20万床削減する計画（地域医療構想）を掲げたままである。コロナ以前に始まった計画だが、コロナを教訓とし撤回、やめさせるべきではないか。
（答）改めて検討する必要がある。人口減少社会に適応しながら安心な医療を提供できるよう、機能分担や病床調整を図っていくべきである。
（問）人口減や機能分担を口実に病床削減を迫るのが地域医療構想だ。市立病院は県に病床数を記載した報告を出しているが、現在の564床を維持するか。（答）564床を維持する報告を今後も出す。
（問）菅前内閣に至っては、病床を削減した病院に補助金を支給する制度を法定化、財源は消費税増税分だ。福祉の為の消費税を福祉削減の為に使う、国民を二重に馬鹿にしている。こうした誘導で削減をする病院もあるが、市立病院はのるべきではない。
（答）この制度に基づく削減を実施する予定はない（問）岸田内閣が打ち出した全国コロナ病床3割増は、医師、看護師、技師などの増員無くして達成は不可能。市立病院の現状から可能なのか。
（答）現在、コロナが収まっている状況で県と協議を重ねている。マンパワーの強化を図り、国県と連携しながら医療が受けられるよう努める。
